
証券コード8600
令和４年６月７日

株 主 各 位
香川県高松市亀井町７番地１

代表取締役社長兼ＣＥＯ 中 村 　 武

１．日 時 令和４年６月28日（火曜日）午前10時
２．場 所 香川県高松市木太町2191番地１

高松国際ホテル　新館２階　瀬戸の間
(末尾の会場ご案内図をご参照ください。)

３．目的事項
報 告 事 項 １．第12期（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで）事業報告の内容、

連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監
査結果報告の件

２．第12期（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで）計算書類の内容報
告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件

第12期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第12期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネット等により議決権を行使することができますの
で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、「議決権行使についてのご案
内」（２頁）をご参照のうえ、令和４年６月27日（月曜日）午後５時30分までに議決権を行使して
くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

　※２頁の「新型コロナウイルス感染症への対応に関するお知らせ」もご確認ください。
以　上

◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、事業報告の「当社の新株予約権等に関する事項」、「財務及び事業の方針の
決定を支配する者の在り方に関する基本方針」、「業務の適正を確保する体制及び当該体制の運用状況」、「特定完全子会
社に関する事項」、「親会社等との間の取引に関する事項」、「会計参与に関する事項」、「その他」、連結計算書類の
「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」及び計算書類の「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」につきまして
は、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttps://www.tomony-
hd.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。
　したがいまして、本招集ご通知の添付書類は、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類及び
計算書類の一部であり、監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査をした事業報告、連結計算書類及び計算書類の一
部であります。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合には、上記インターネット上の当社ウェ
ブサイトに掲載させていただきます。
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当日株主総会に
ご出席の場合 →

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。
※代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他
の株主の方１名を代理人として行使する場合に限らせていた
だきます。この場合、代理権を証明する書面のご提出が必要
となりますのでご了承ください。

郵送で議決権を
行使される場合 →

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の
うえ、ご返送くださいますようお願い申しあげます。
※「郵便法及び民間事業者による信書の送達に関する法律の一
部を改正する法律（令和２年法律第70号）」の施行に伴
い、日本郵便株式会社は、令和３年10月２日（土）から、
普通郵便（特定記録を含む）の土曜日配達を休止し、これに
より、普通郵便のお届け日が１日程度繰り下がっております
のでご注意ください。

行使期限 令和４年６月27日（月曜日）　午後５時30分到着分まで

インターネット等で
議決権を行使される
場合 → インターネット等で議決権を行使される場合

は、右頁の注意点をご確認のうえ、行使してい
ただきますようお願い申しあげます。

行使期限 令和４年６月27日（月曜日）　午後５時30分受付分まで

新型コロナウイルス感染症への対応に関するお知らせ
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大が懸念されております。
　本株主総会にご出席される株主さまにおかれましては、株主総会開催日時点での感染状況やご自身の体調をご
確認のうえ、マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、ご来場くださいますようお願い申しあげます。
　また、本株主総会の議決権行使は、書面又はインターネット等による方法もございますので、そちらのご利用
も併せてご検討ください。（詳細は下記の「議決権行使についてのご案内」をご参照ください。）
　なお、本株主総会会場におきましては、株主のみなさまの安全確保及び感染予防のための措置を講じる場合が
ありますので、ご協力のほどお願い申しあげます。
　今後の新型コロナウイルス感染症に関する感染状況の変化等により、本株主総会の運営に大きな変更が生じる
場合には、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttps://www.tomony-hd.co.jp/）にてお知らせ
いたします。

議決権行使についてのご案内

当日ご出席願えない場合は、下記の方法により、議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。
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システム等に関する
お 問 い 合 わ せ

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）
フリーダイヤル　０１２０－１７３－０２７（受付時間9:00～21:00、通話料無料）

インターネット等で議決権を行使される場合の注意点
　インターネット等により議決権を行使される場合は、下記事項をご了承のうえ、行使していただきますようお
願い申しあげます。なお、書面とインターネット等により、重複して議決権を行使された場合は、インターネッ
ト等によるものを有効な議決権行使とさせていただきます。また、インターネット等により、複数回、議決権を
行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使とさせていただきます。

記
Ⅰ　インターネットによる議決権行使について
　インターネットによる議決権行使は、下記のいずれかの方法によってのみ実施可能です。（ただし、毎日
午前２時から午前５時までは取扱いを休止します。）
１．ＱＲコードを読み取る方法
(1) スマートフォンで議決権行使書用紙に記載されたログイン用ＱＲコードを読み取ってください。議決権
行使書用紙に記載された「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」を入力することなく、議決権行使ウェ
ブサイト（アドレスhttps://evote.tr.mufg.jp/）にログインすることができます。
＊「ＱＲコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

(2) 以降は、画面の案内に従って議案に対する賛否をご入力ください。
(3) ＱＲコードを用いたログインは１回に限り可能です。再行使する場合、もしくはＱＲコードを用いずに
議決権を行使する場合は、下記の「２．ログインＩＤ・仮パスワードを入力する方法」をご確認くださ
い。

２．ログインＩＤ・仮パスワードを入力する方法
(1) パソコン又はスマートフォンから議決権行使ウェブサイト（アドレスhttps://evote.tr.mufg.jp/）に

アクセスしてください。
(2) 議決権行使ウェブサイトにおいて、議決権行使書用紙に記載された「ログインＩＤ」及び「仮パスワー
ド」を入力し、「ログイン」をクリックしてください。

(3) 株主さま以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するた
め、ご利用の株主さまには、議決権行使ウェブサイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることに
なりますのでご了承ください。

(4) 以降は、画面の案内に従って議案に対する賛否をご入力ください。

３．留意事項
(1) パソコン又はスマートフォンによる議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して発生するインターネ
ット接続料、通信料等は、株主さまのご負担となります。

(2) インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使ウェブサイト
がご利用できない場合もございます。ご不明な点等がございましたら下記のヘルプデスクへお問い合わ
せください。

Ⅱ　機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームについて
株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子行使プラットフォームのご利用を事前に申し込まれた場合には、当

社株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、上記Ⅰのインターネットによる議決権行使
以外に、当該プラットフォームをご利用いただけます。

以　上
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第12期 (令和 3 年 4 月 1 日から
令和 4 年 3 月31日まで) 事業報告

(添付書類)

１　当社の現況に関する事項
(1) 企業集団の事業の経過及び成果等

イ　企業集団の主要な事業内容
　当社グループは、銀行持株会社である当社、株式会社徳島大正銀行（以下「徳島大正銀行」
といいます。）及び株式会社香川銀行（以下「香川銀行」といいます。）を含む連結子会社９
社で構成される企業集団であり、銀行業務を中心に、リース業務、カード業務などの幅広い金
融サービスを提供しております。

ロ　金融経済環境
　当連結会計年度におけるわが国経済は、引き続き新型コロナウイルス感染症の感染拡大が続
き、経済活動に大きな制約を受け非常に厳しい状況で推移する中、感染対策の徹底やワクチン
接種の促進とともに、各種政策の効果や海外経済の改善もあり、景気は持ち直しの動きが見ら
れました。しかしながら、感染力の強い変異株の発生等により、感染症は依然として収束して
おらず、また、世界経済においては、ウクライナ情勢などの地政学的リスクや原油を始めとす
る資源価格の高騰もあり、景気の先行きは依然として不透明な状況となっております。

ハ　企業集団の事業の経過及び成果
　当社は、平成31年４月よりスタートさせた第４次経営計画『変革と進化への挑戦　～ 変わ
る“トモニ” 変わらぬ“ともに” ～』において、グループ経営ビジョンに基づき『変革し進化する
広域金融グループ』を目指し、４つの基本戦略の展開を通じて、当社グループの更なる企業価
値の向上に努めております。
　＜４つの基本戦略＞
　　Ⅰ　ガバナンス戦略　～ 変革と進化 ～
　　Ⅱ　営業戦略　～ お客さまとともに ～
　　Ⅲ　エリア戦略・地方創生戦略　～ 地域とともに ～
　　Ⅳ　人財戦略　～ 一人ひとりの“やる気”を“本気”に ～
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　当計画の３年目である当連結会計年度においては、グループ銀行が連携して、新型コロナウ
イルス感染症拡大により影響を受けたお客さまへの資金繰り支援を継続するとともに、人材紹
介業務への参入、「地域とトモニファンド」を活用した出資、トモニmini商談会や起業創業・
医業経営セミナーのWeb開催等により、お客さまの成長支援による地域経済活性化への取組
みを行いました。また、お客さまのSDGs宣言策定支援を行うサービスの取扱開始、トモニ
SDGs・ESGセミナーのWeb開催等により、お客さまと協働して持続可能な社会の実現に向け
た取組みを行いました。
　このような経過を踏まえ、当連結会計年度は次のような営業成績をおさめることができまし
た。
　当連結会計年度における損益状況は、経常収益は、貸出金利息及び役務取引等収益が増加し
ましたが、有価証券利息配当金及び株式等売却益が減少したこと等により、前期比352百万円
減少して70,335百万円となりました。経常費用は、国債等債券売却損、国債等債券償却、株
式等売却損、株式等償却及び与信関連費用が減少したこと等により、前期比4,991百万円減少
して51,203百万円となりました。その結果、経常利益は前期比4,639百万円増加して19,132
百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比3,078百万円増加して13,062百万円とな
りました。
　当連結会計年度末における主要勘定残高は、総資産残高は前期末比1,881億円増加して４兆
5,960億円、純資産残高は前期末比26億円増加して2,457億円となりました。また、譲渡性預
金を含む預金等残高は前期末比1,659億円増加して４兆621億円、貸出金残高は前期末比
1,462億円増加して３兆2,299億円、有価証券残高は前期末比284億円増加して7,278億円と
なりました。
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（単位：億円）
令和２年度 令和３年度 増減

損 益

経 常 収 益 338 354 16
コ ア 業 務 粗 利 益 282 296 14
コ ア 業 務 純 益 101 112 11
経 常 利 益 88 105 17
当 期 純 利 益 60 73 13
本 業 利 益 54 63 9

主 要 勘 定 残 高
（ 末 残 ）

総 資 産 24,215 25,535 1,320
預金等(譲渡性預金を含む) 21,491 22,699 1,208
総 預 り 資 産 22,664 23,897 1,233
貸 出 金 17,424 18,272 848
有 価 証 券 3,698 3,922 224

（単位：億円）
令和２年度 令和３年度 増減

損 益

経 常 収 益 296 273 △23
コ ア 業 務 粗 利 益 218 225 7
コ ア 業 務 純 益 72 79 7
経 常 利 益 57 80 23
当 期 純 利 益 42 55 13
本 業 利 益 37 48 11

主 要 勘 定 残 高
（ 末 残 ）

総 資 産 19,823 20,379 556
預金等(譲渡性預金を含む) 17,521 17,972 451
総 預 り 資 産 18,893 19,380 487
貸 出 金 13,503 14,115 612
有 価 証 券 3,273 3,338 65

　なお、銀行子会社の損益等につきましては、次のとおりとなりました。
【徳島大正銀行(単体)の損益及び主要勘定残高(末残)】

【香川銀行(単体)の損益及び主要勘定残高(末残)】

－ 6 －



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

令和５年３月期計画 令和４年３月期実績

親会社株主に帰属する当期純利益（連結） 収益性 110億円 130億円

本業利益（銀行子会社単体合算） 収益性 100億円 112億円

ＲＯＥ（連結） 効率性 5.0％以上 5.77％

コア業務粗利益ＯＨＲ（銀行子会社単体合算） 効率性 66.0％以下 63.34％

自己資本比率（連結） 健全性 9.0％以上 8.84％

貸出金残高（銀行子会社単体合算） 成長性 3兆円以上 3兆2,387億円

大阪地区貸出金残高（銀行子会社単体合算） 成長性 1兆円以上 1兆397億円

　また、第４次経営計画において、次の目標とする経営指標を掲げ、その実現に向け取り組ん
でおります。当計画の３年目である当連結会計年度の実績は、以下のとおりであります。

＜目標とする経営指標＞

（注）１．本業利益＝貸出金平残×預貸利鞘＋役務取引等利益－経費
２．ＲＯＥ＝親会社株主に帰属する当期純利益／((期首株主資本＋期末株主資本)×１／２)×100
３．大阪地区＝大阪府、兵庫県（除く淡路島地区）及び京都府

ニ　企業集団の対処すべき課題
　地域金融機関を取り巻く環境につきましては、人口減少や少子高齢化の進行、低金利政策の
長期化等により厳しい状況が続く中、業務の効率化も含めた経営基盤の強化が求められるとと
もに、新型コロナウイルス感染症の拡大や資源価格の高騰により影響を受けた個人・中小企業
者の皆さまへの資金繰りや経営改善の支援など、金融仲介機能の円滑な発揮によりお客さまや
地域経済を支え続けていくことが強く求められております。また、デジタライゼーションへの
対応、SDGs・ESGへの取組み等も重要な課題となっており、こうした取組み等により、地域
の実情等を踏まえた持続可能なビジネスモデルへの転換が強く求められております。
　こうした中、当社は、令和４年度が最終年度となる第４次経営計画『変革と進化への挑戦　
～ 変わる“トモニ” 変わらぬ“ともに” ～』における４つの基本戦略の展開を通じて、『変革し
進化する広域金融グループ』を目指し、地域のお客さまとともに成長し続けることにより、当
社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ってまいります。
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（単位：百万円）
平成30年度 平成31年度 令和２年度 令和３年度

経 常 収 益 73,286 71,033 70,687 70,335
経 常 利 益 16,213 11,378 14,493 19,132
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 10,163 8,136 9,984 13,062

包 括 利 益 9,140 △4,160 24,034 4,080
純 資 産 額 226,864 220,003 243,183 245,730
総 資 産 3,899,242 3,993,190 4,407,903 4,596,057

（単位：百万円）
平成30年度 平成31年度 令和２年度 令和３年度

営 業 収 益 2,200 2,467 2,356 2,125
受 取 配 当 額 1,641 1,641 1,477 1,313
銀行業を営む子会社 1,641 1,641 1,477 1,313
その他の子会社 － － － －

当 期 純 利 益 1,667 1,667 1,573 1,148

１株当たり当期純利益
円　銭 円　銭 円　銭 円　銭
10.21 10.36 9.85 7.16

総 資 産 91,815 92,286 92,641 92,588
銀行業を営む子会社株式等 89,326 89,326 89,326 89,326
その他の子会社株式等 60 60 60 60

(2) 企業集団及び当社の財産及び損益の状況
イ　企業集団の財産及び損益の状況

（注）　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

ロ　当社の財産及び損益の状況

（注）１．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
２．「１株当たり当期純利益」は、当期純利益を期中の平均発行済株式数で除して算出しておりま
す。
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当 年 度 末
銀 行 業 リ ー ス 業 そ の 他

使 用 人 数 2,085人 26人 153人

(3) 企業集団の使用人の状況

（注）　「使用人数」は、就業人員であり、嘱託及び臨時従業員を含んでおりません。

当 年 度 末
店 うち出張所

徳 島 県 61 （ 4）
香 川 県 2 （－）
高 知 県 1 （－）
愛 媛 県 2 （－）
大 阪 府 26 （ 4）
兵 庫 県 9 （ 2）
京 都 府 2 （－）
東 京 都 4 （－）
合 計 107 （10）

当 年 度 末
店 うち出張所

香 川 県 58 （ 6）
愛 媛 県 11 （－）
徳 島 県 2 （－）
高 知 県 1 （－）
岡 山 県 8 （－）
広 島 県 1 （－）
大 阪 府 5 （－）
東 京 都 3 （－）
合 計 89 （ 6）

(4) 企業集団の主要な営業所等の状況
イ　銀行業

株式会社徳島大正銀行

（注）　上記のほか、当年度末において店舗外現金自動設備を95か所設置しております。

株式会社香川銀行

（注）　上記のほか、当年度末において店舗外現金自動設備を111か所設置しております。
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当 年 度 末
店

香 川 県 1
愛 媛 県 1
徳 島 県 1
岡 山 県 1
大 阪 府 1
合 計 5

当 年 度 末
店

徳 島 県 4
香 川 県 3
大 阪 府 1
合 計 8

ロ　リース業

ハ　その他

（単位：百万円）
銀 行 業 リ ー ス 業 そ の 他 合　計

設 備 投 資 の 総 額 1,749 30 73 1,852

（単位：百万円）
事 業 別 会 社 名 内 容 金 額

銀 行 業 株式会社徳島大正銀行 店舗新設・改修等 516
株 式 会 社 香 川 銀 行 店舗新設・改修等 823

(5) 企業集団の設備投資の状況
イ　設備投資の総額

（注）　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

ロ　重要な設備の新設等

（注）　記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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会 社 名 所 在 地 主要業務内容 資本金
当社が有する
子会社等の
議決権比率

その他

百万円 ％
株式会社徳島大正銀行 徳島県徳島市 銀行業務 11,036 100.00 －

株 式 会 社 香 川 銀 行 香川県高松市 銀行業務 12,014 100.00 －
トモニシステムサービス
株 式 会 社 香川県高松市 銀行業務に係るコンピュータ

ー業務 50 100.00 －
株 式 会 社
徳銀ビジネスサービス 徳島県徳島市 銀行各種事務受託、代行業務 10 100.00 －
香川ビジネスサービス
株 式 会 社 香川県高松市 銀行各種事務受託、代行業務 10 100.00 －

トモニリース株式会社 香川県高松市 リース業務 100 70.00 －

トモニカード株式会社 徳島県徳島市 クレジットカード業務 60 63.00 －
株 式 会 社
徳 銀 キ ャ ピ タ ル 徳島県徳島市 ベンチャーキャピタル業務 30 60.50 －
大 正 信 用 保 証
株 式 会 社 大阪市中央区 信用保証業務 10 100.00 －

(6) 重要な親会社及び子会社等の状況
イ　親会社の状況
　該当事項はありません。

ロ　子会社等の状況

（注）１．「当社が有する子会社等の議決権比率」は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
２．「当社が有する子会社等の議決権比率」は、間接保有等を含んでおります。
３．連結対象子会社は上記の子会社等９社であり、持分法適用会社はありません。

(7) 主要な借入先
　該当事項はありません。

(8) 事業譲渡等の状況
　該当事項はありません。
(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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（年度末現在）
氏 　 　 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 そ の 他
中 村 　 武 代表取締役社長兼ＣＥＯ（最高経営責任者） － －
山 田 径 男 代表取締役副社長 株式会社香川銀行取締役頭取（代表取締役） －
板 東 豊 彦 代表取締役副社長 株式会社徳島大正銀行代表取締役頭取 －
藤 井 仁 三 常務取締役経営企画部長 － －
小 田 寛 明 常務取締役グループ戦略部長兼地域商社的金融機能担当 － －
関 　 幹 生 常務取締役リスク・コンプライアンス部長 － －
山 下 友 規 取締役監査部長 － －
白 井 博 雄 取締役（社外取締役） 大阪市中小企業協同組合代表理事 －
横 手 俊 夫 取締役監査等委員 － （注２）
大 平 　 昇 取締役（社外取締役）監査等委員 － －
橋 本 潤 子 取締役（社外取締役）監査等委員 － －
桑 島 洋 輔 取締役（社外取締役）監査等委員 － （注３）

氏 　 　 名 退任日 退任事由 退任時の地位及び担当
白 薊 敬 三 令和３年６月29日 任期満了 常務取締役監査部長
横 手 俊 夫 令和３年６月29日 任期満了 常務取締役リスク・コンプライアンス部長
角 田 昌 也 令和３年６月29日 任期満了 取締役
多 田 　 桂 令和３年６月29日 任期満了 取締役（社外取締役）監査等委員

２　会社役員に関する事項
(1) 会社役員の状況

（注）１．白井博雄、大平　昇、橋本潤子及び桑島洋輔の４氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締
役であり、４氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており
ます。
２．横手俊夫氏は常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選定している理由は、執行部門
の重要な会議に出席する他、重要な各種情報収集や報告の受領等を継続的かつ実効的に行うためで
あります。
３．桑島洋輔氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する知見を有しております。
４．当事業年度中に退任した役員は次のとおりであります。
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（単位：百万円）

区 分 支給人数 報酬等
基本報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等

取締役（監査等委員である取締役を除く） 8名 134 87 19 28
取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 5名 29 29 － －

計 13名 164 116 19 28

(2) 会社役員に対する報酬等
①　当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
２．年度末現在の取締役（監査等委員である取締役を除く）及び監査等委員である取締役の員数はそ
れぞれ８名及び４名でありますが、上記の「支給人数」には、令和３年６月29日開催の第11期定
時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等委員である取締役を除く）２名及び監査等委
員である取締役１名を含み、無報酬の取締役（監査等委員である取締役を除く）２名を含んでおり
ません。

②　業績連動報酬等に関する事項
　業績連動報酬等に係る業績指標は「親会社株主に帰属する当期純利益（連結）」及び「本業
利益（銀行子会社単体合算）」であり、各々の実績は13,062百万円（年度当初の計画9,150
百万円に対して達成度合い142.7％）及び11,243百万円（年度当初の計画9,200百万円に対
して達成度合い122.2％）であります。当該指標を選択した理由は、業績連動報酬等が各事業
年度における業務執行に対する対価として支給するため、経営計画において目標とする収益指
標である当該指標が各事業年度の会社の営業成績として定量的に測定することができる指標で
あるからであります。業績連動報酬等の額の算定方法は、「⑤役員報酬等の内容の決定に関す
る方針等」に記載のとおりであります。

③　非金銭報酬等の内容
　非金銭報酬等の内容は株式報酬型ストック・オプションであり、付与する新株予約権の個数
の算定方法は、「⑤役員報酬等の内容の決定に関する方針等」に記載のとおりであります。ま
た、当事業年度における交付状況は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
https://www.tomony-hd.co.jp/）に掲載しております「第12期定時株主総会招集ご通知に
際してのインターネット開示事項」における「事業報告」の「■　当社の新株予約権等に関す
る事項」に記載のとおりであります。
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④　取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額は、平成27年６月26日開催の第５
期定時株主総会において年額２億5,000万円以内（うち社外取締役分は年額5,000万円以内。
なお、役員賞与を含み、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議いただいてお
ります。また、この限度額とは別枠で、同総会において、取締役（監査等委員である取締役を
除く）に対する株式報酬型ストック・オプションの割当限度額を年額7,000万円以内と決議い
ただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く）の員数
は、８名であります。
　監査等委員である取締役の報酬限度額は、平成27年６月26日開催の第５期定時株主総会に
おいて年額5,000万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査等委員で
ある取締役の員数は、４名であります。

⑤　役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、令和３年２月16日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を
除く）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。当該取締役会決議に際し
ては、あらかじめ決議する内容についてコーポレートガバナンス委員会にて審議し、その妥当
性等について確認しております。また、取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員で
ある取締役を除く）の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬
等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合しており、当該方針に沿うものであると判断
しております。
　取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容
は、次のとおりであります。
イ　基本方針
　取締役の報酬等は、トモニホールディングスグループの持続的な成長と中長期的な企業
価値の向上に向けたインセンティブとして機能することを主眼に置いた報酬体系とし、各
人別の報酬等の決定に際しては、会社の営業成績、役位ごとの職責、各々の業務執行状況
等を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。
　具体的には、業務執行取締役の報酬等は、基本報酬、業績連動報酬等及び株式報酬によ
り構成し、非業務執行取締役の報酬等は、その職責等を踏まえ、基本報酬のみにより構成
する。

ロ　基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針（報
酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）
　基本報酬は、毎月支給する固定金銭報酬とし、各役位における報酬額は、職責、業務執
行の有無、従業員給与の水準等を総合的に勘案して、各役位別に決定する。

ハ　業績連動報酬等（金銭報酬）の内容及び額の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与
える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）
　業績連動報酬等は、各事業年度における業務執行に対する対価として、毎年、一定の時
期に役員賞与として支給する業績連動金銭報酬とし、各役位別の基本報酬に会社の営業成
績（経営計画において目標とする収益性に関する経営指標の各事業年度の目標達成度合
い）等を勘案して決定した支給倍率を乗じて算出した額に基づき、各々の業務執行状況及
び営業成績への貢献度等に応じて、各人別に決定する。
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ニ　株式報酬（非金銭報酬）の内容及び数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える
時期又は条件の決定に関する方針を含む。）
　株式報酬は、中長期的な企業価値向上へのインセンティブ効果や株主重視の経営意識を
高めることを目的として、在任期間中の事業年度ごと、一定の時期に一定の権利行使期間
を設定して付与し、退任時にあらかじめ設定した権利行使価格（１円）でトモニホールデ
ィングス㈱の株式が取得できる株式報酬型ストック・オプションとし、各役位別に定めた
基準額及びブラック・ショールズ・モデルにより算定した株式の公正価値に基づき、付与
する新株予約権の個数を各人別に決定する。
ホ　基本報酬、業績連動報酬等及び株式報酬の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割
合の決定に関する方針
　取締役の報酬等の構成割合は、同規模・同業種の会社の水準を参考として、上位役位ほ
ど株式報酬の割合が高まる構成となるよう決定する。

ヘ　取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　取締役の報酬等は、株主総会で決議された額の範囲内において、社長（ＣＥＯ）が各人
別の報酬案を策定し、監査等委員会の意見を踏まえた上で、取締役会が決定する。なお、
決定に当たっては、コーポレートガバナンス委員会において、あらかじめそのプロセスの
適切性について検証し、必要に応じて取締役会に対して提言等を行う。

　監査等委員である取締役の報酬等については、実効性の高い経営監督機能の発揮を図るた
め、経営からの独立性を確保する観点から、業績連動性のある報酬とはせず、定額報酬とする
ことを基本方針としております。

⑥　取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　該当事項はありません。
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(3) 責任限定契約
　当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役の白井博雄氏、並びに監査等委員で
ある取締役の横手俊夫氏、大平　昇氏、橋本潤子氏、桑島洋輔氏との間において、任務を怠った
ことによる損害賠償責任を、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、同法第
425条第１項が定める最低責任限度額に限定する責任限定契約を締結しております。

(4) 補償契約
イ　在任中の会社役員との間の補償契約
　該当事項はありません。
ロ　補償契約の履行等に関する事項
　該当事項はありません。

(5) 役員等賠償責任保険契約に関する事項
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
結しております。その契約の概要等は、以下のとおりであります。
イ　被保険者の範囲

当社及び子会社の取締役及び監査役
ロ　保険契約の内容の概要
ⅰ　被保険者の実質的な保険等負担割合

保険料は全額当社及び子会社が負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありませ
ん。

ⅱ　填補の対象となる保険事故の概要
被保険者がその職務の執行により行った行為に起因して、損害賠償請求がされた場合の法
律上の損害賠償金及び争訟費用について填補することとしております。ただし、被保険者
が私的な利益又は便宜の供与を違法に得たこと、被保険者の犯罪行為又は法令に違反する
ことを被保険者が認識しながら行った行為に起因する場合の損害については填補されませ
ん。

ⅲ　役員等の職務の適正性が損なわれないための措置
保険契約に免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害については填補の対象とし
ないこととしております。
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氏 　 　 名 兼 職 そ の 他 の 状 況

白 井 博 雄
（ 取 締 役 ）

大阪市中小企業協同組合代表理事
同組合は、当社株式688株を所有しておりますが、それ以外に同組合と当社
の間には特別の関係はありません。

大 平 　 昇
（取締役監査等委員） 該当事項はありません。

橋 本 潤 子
（取締役監査等委員） 該当事項はありません。

桑 島 洋 輔
（取締役監査等委員） 該当事項はありません。

氏　　名 在任期間 取締役会等への出席状況 取締役会等における発言その他の活動状況

白 井 博 雄
( 取 締 役 )

令和元年６月～
（２年９か月）

当事業年度に開催された取締
役会24回のうち24回出席、コ
ーポレートガバナンス委員会
６回のうち６回出席

経営・会計分野における豊富な知
識と学校経営の経験や大阪市中小
企業協同組合における中小企業者
に対する経営の助言・指導実績か
ら、適宜発言を行っております。

大 平 　 昇
(取締役監査等委員)

平成27年６月～
（６年９か月）

当事業年度に開催された取締
役会24回のうち24回出席、監
査等委員会21回のうち21回
出席、コーポレートガバナン
ス委員会６回のうち６回出席

弁護士としての専門的な見地か
ら、適宜発言を行っております。

橋 本 潤 子
(取締役監査等委員)

令和元年６月～
（２年９か月）

当事業年度に開催された取締
役会24回のうち24回出席、監
査等委員会21回のうち21回
出席、コーポレートガバナン
ス委員会６回のうち６回出席

企業法務専門の大学教授としての
見地から、適宜発言を行っており
ます。

桑 島 洋 輔
(取締役監査等委員)

令和元年６月～
（２年９か月）

当事業年度に開催された取締
役会24回のうち20回出席、監
査等委員会21回のうち18回
出席、コーポレートガバナン
ス委員会６回のうち５回出席

公認会計士及び税理士としての専
門的な見地から、適宜発言を行っ
ております。

３　社外役員に関する事項
(1) 社外役員の兼職その他の状況

(2) 社外役員の主な活動状況
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（単位：百万円）
支 給 人 数 当社からの報酬等 当社の親会社等からの報酬等

報酬等の合計 5名 22 －

(3) 社外役員に対する報酬等

（注）１. 記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
２. 年度末現在の社外役員の員数は４名でありますが、上記の「支給人数」には、令和３年６月29

日開催の第11期定時株主総会終結の時をもって退任した監査等委員である社外役員１名を含んで
おります。

(4) 社外役員の意見
　該当事項はありません。

(1) 株式数 発行可能株式総数 476,000千株
発行済株式の総数 163,728千株

(2) 当年度末株主数 10,418名

株主の氏名又は名称
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数 等 持 株 比 率
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 20,840 千株 12.89 ％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 11,071 6.85
トモニホールディングス従業員持株会 6,767 4.18
日 亜 化 学 工 業 株 式 会 社 4,938 3.05
D F A  I N T L  S M A L L  C A P
V A L U E  P O R T F O L I O 3,172 1.96

株式会社日本カストディ銀行（信託口４） 3,120 1.93
損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 2,643 1.63
日 本 ハ ム 株 式 会 社 2,556 1.58
STATE  STREET  BANK WEST
C L I E N T - T R E A T Y  5 0 5 2 3 4 2,330 1.44

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 1,914 1.18

４　当社の株式に関する事項

（注）　株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

(3) 大株主

（注）１．「持株数等」は、千株未満を切り捨てて表示しております。
２．当社は、自己株式を2,133,104株保有しておりますが、上記大株主からは除いております。な

お、自己株式（2,133,104株）には、従業員持株ESOP信託が保有する当社株式（891,600株）は
含めておりません。

３．「持株比率」は、自己株式を控除して計算し、小数点第３位以下を切り捨てて表示しておりま
す。
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(4) 役員保有株式
　該当事項はありません。

(5) その他株式に関する重要な事項
（自己株式の取得）

　当社は、資本効率の向上を通じて株主のみなさまへの利益還元の充実を図るため、会社法第
165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、令和３年６月
15日開催の取締役会決議により、同年６月16日に以下のとおり自己株式を取得いたしまし
た。
　　取得した株式の種類　　当社普通株式
　　取得した株式の総数　　679,900株
　　取得価額の総額　　　　202,610,200円
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（単位：百万円）
氏 名 又 は 名 称 当該事業年度に係る報酬等 そ の 他

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員・業務執行社員　堀川　紀之
指定有限責任社員・業務執行社員　久保　暢子
指定有限責任社員・業務執行社員　永里　　剛

12 （注4）
（注5）

5　会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の状況

（注）１．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額はこれらの
合計額で記載しております。
３．当社、子会社及び子法人等が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額は、107百万円であ
ります。
４．監査等委員会は、日本監査役協会「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査
人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算定根拠などが適切であるかどう
かについて必要な検討を行った上で、適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額につい
て会社法第399条第１項の同意を行っております。
５．当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）とし
て、新収益認識に関する会計基準の適用に係る助言業務等についての対価を支払っております。

(2) 責任限定契約
　該当事項はありません。

(3) 補償契約
イ　在任中の会計監査人との間の補償契約
　該当事項はありません。
ロ　補償契約の履行等に関する事項
　該当事項はありません。

(4) 会計監査人に関するその他の事項
会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の独立性や信頼性その他職務の実施に関する状況等を、同委員
会が策定した「会計監査人の評価及び選定等基準」に基づき総合的に勘案し、その必要がある
と判断した場合、また、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認め
られる場合は、解任又は不再任に関する議案の内容を決定する方針であります。

6　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、企業価値の継続的向上を図るとともに、株主のみなさまに対する利益還元を経営上の重
要課題の一つとして位置づけたうえで、経営体質の一層の強化と積極的な事業展開に必要な内部留
保の充実を勘案し、安定した配当政策を実施することを基本方針としております。このような観点
から、当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配
当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。
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（令和４年３月31日現在）連結貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）

現 金 預 け 金
商 品 有 価 証 券
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
リース債権及びリース投資資産
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
その他の無形固定資産

退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

　

537,955
436

1,327
727,889

3,229,950
7,247

10,023
52,559
35,967
18,092
15,766
376
183
1,548
1,369
1,240
129

5,860
163

7,309
△22,003

　

（負 債 の 部）
預 金 3,948,642
譲 渡 性 預 金 113,501
借 用 金 243,775
外 国 為 替 23
そ の 他 負 債 33,771
賞 与 引 当 金 328
役 員 賞 与 引 当 金 106
退 職 給 付 に 係 る 負 債 148
睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 188
偶 発 損 失 引 当 金 137
債 務 保 証 損 失 引 当 金 213
繰 延 税 金 負 債 1,372
再評価に係る繰延税金負債 808
支 払 承 諾 7,309
負 債 の 部 合 計 4,350,327

（純資産の部）
資 本 金 25,000
資 本 剰 余 金 25,972
利 益 剰 余 金 182,386
自 己 株 式 △1,142
株 主 資 本 合 計 232,216
その他有価証券評価差額金 7,730
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 0
土 地 再 評 価 差 額 金 1,406
退職給付に係る調整累計額 763
その他の包括利益累計額合計 9,900
新 株 予 約 権 1,215
非 支 配 株 主 持 分 2,398
純 資 産 の 部 合 計 245,730

資 産 の 部 合 計 4,596,057 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 4,596,057
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(令和 3 年 4 月 1 日から
令和 4 年 3 月31日まで) 連結損益計算書

（単位：百万円）
科 目 金 額

経 常 収 益 70,335
資 金 運 用 収 益 48,023

貸 出 金 利 息 39,573
有 価 証 券 利 息 配 当 金 7,776
コ ー ル ロ ー ン 利 息 及 び 買 入 手 形 利 息 △0
預 け 金 利 息 657
そ の 他 の 受 入 利 息 17

役 務 取 引 等 収 益 10,453
そ の 他 業 務 収 益 9,108
そ の 他 経 常 収 益 2,750

償 却 債 権 取 立 益 637
そ の 他 の 経 常 収 益 2,112

経 常 費 用 51,203
資 金 調 達 費 用 1,148

預 金 利 息 1,062
譲 渡 性 預 金 利 息 15
コ ー ル マ ネ ー 利 息 及 び 売 渡 手 形 利 息 △4
借 用 金 利 息 68
そ の 他 の 支 払 利 息 6

役 務 取 引 等 費 用 4,019
そ の 他 業 務 費 用 8,420
営 業 経 費 34,041
そ の 他 経 常 費 用 3,573

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,361
そ の 他 の 経 常 費 用 2,211

経 常 利 益 19,132
特 別 利 益 437

固 定 資 産 処 分 益 220
移 転 補 償 金 217
特 別 損 失 805

固 定 資 産 処 分 損 416
減 損 損 失 175
債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 213
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 18,764
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,127
法 人 税 等 調 整 額 388
法 人 税 等 合 計 5,515
当 期 純 利 益 13,248
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 186
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 13,062
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第12期末（令和４年３月31日現在）貸借対照表
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
車 輌 運 搬 具
工 具 器 具 備 品

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

　

3,130
1,574
53

1,502
89,458

9
5
1
2

89,448
89,386

32
26
3

　

（負 債 の 部）
流 動 負 債 660
１年以内返済予定の関係会社長期借入金 325
未 払 金 31
未 払 費 用 4
未 払 法 人 税 等 12
預 り 金 2
前 受 収 益 43
賞 与 引 当 金 8
役 員 賞 与 引 当 金 19
債 務 保 証 損 失 引 当 金 213

固 定 負 債 357
関 係 会 社 長 期 借 入 金 325
そ の 他 32

負 債 の 部 合 計 1,018
（純資産の部）

株 主 資 本 90,355
資 本 金 25,000
資 本 剰 余 金 63,957
資 本 準 備 金 10,010
そ の 他 資 本 剰 余 金 53,946

利 益 剰 余 金 2,540
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,540
繰 越 利 益 剰 余 金 2,540

自 己 株 式 △1,142
新 株 予 約 権 1,215
純 資 産 の 部 合 計 91,570

資 産 の 部 合 計 92,588 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 92,588
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第12期 (令和 3 年 4 月 1 日から
令和 4 年 3 月31日まで) 損益計算書

（単位：百万円）
科 目 金 額

営 業 収 益 2,125

関 係 会 社 受 取 配 当 金 1,313

関 係 会 社 受 入 手 数 料 812

営 業 費 用 766

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 766

営 業 利 益 1,359

営 業 外 収 益 46

受 取 利 息 0

受 取 保 証 料 43

雑 収 入 2

営 業 外 費 用 1

そ の 他 1

経 常 利 益 1,403

特 別 損 失 213

債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 213

税 引 前 当 期 純 利 益 1,190

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 36

法 人 税 等 調 整 額 5

法 人 税 等 合 計 42

当 期 純 利 益 1,148
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指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 堀 川 紀 之

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 久 保 暢 子

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 永 里 　 剛

独立監査人の監査報告書
令和４年５月11日

トモニホールディングス株式会社
取　締　役　会　御中

EY新日本有限責任監査法人
　東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、トモニホールディングス株式会社の令和３年
４月１日から令和４年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、トモニホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と
なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作
成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び
運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候が
あるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、
その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算
書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連
結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場
合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場
合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、
並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任
がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項
について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽
減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上
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指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 堀 川 紀 之

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 久 保 暢 子

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 永 里 　 剛

独立監査人の監査報告書
令和４年５月11日

トモニホールディングス株式会社
取　締　役　会　御中

EY新日本有限責任監査法人
　東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、トモニホールディングス株式会社の令
和３年４月１日から令和４年３月31日までの第12期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されてい
る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監
査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作
成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び
運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか
どうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、
その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書　謄本
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び
に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項
について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽
減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、令和３年４月１日から令和４年３月31日までの第12期事業年度における取締役
の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議
の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要
な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査しました。
②　子会社については、子会社の取締役及び監査等委員等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に
応じて子会社から事業の報告を受けました。
③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算
規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受けたほか、「監査法人のガバナンス・コード」への
対応等についても必要に応じ説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

監査等委員会の監査報告書　謄本
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。
③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人「EY新日本有限責任監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人「EY新日本有限責任監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和４年５月12日

トモニホールディングス株式会社　監査等委員会
常勤監査等委員 横 手 俊 夫 ㊞
監査等委員(社外取締役) 大 平 　 昇 ㊞
監査等委員(社外取締役) 橋 本 潤 子 ㊞
監査等委員(社外取締役) 桑 島 洋 輔 ㊞

　

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金の処分につきまして、以下のとおりといたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
　当社は、企業価値の継続的向上を図るとともに、株主のみなさまに対する利益還元を経営
上の重要課題の一つとして位置づけたうえで、経営体質の一層の強化と積極的な事業展開に
必要な内部留保の充実を勘案し、安定した配当政策を実施することを基本方針としておりま
す。
　第12期の期末配当につきましては、株主のみなさまの日頃のご支援にお応えするため、
当期の業績等を勘案し、当社普通株式１株につき50銭増配し、以下のとおりといたしたい
と存じます。これにより、中間配当金を加えました年間配当金は、前期に比べて１株につき
１円の増配となります。
(1) 配当財産の種類
　金銭といたします。
(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金４円50銭といたしたいと存じます。この場合の配当総額
は、727,181,132円となります。
　なお、中間配当金として１株につき金４円50銭をお支払いしておりますので、これを
合わせた当期の年間配当金は１株につき金９円となります。
(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
　令和４年６月29日といたしたいと存じます。
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現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし
提供）
第16条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会

参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書
類に記載または表示すべき事項にかかる情報を、
法務省令に定めるところに従いインターネットを
利用する方法で開示することにより、株主に提供
したものとみなすことができる。

（削　　除）

（電子提供措置等）
（新　　設） 第16条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会

参考書類等の内容である情報について、電子提供
措置をとるものとする。

第２号議案　定款一部変更の件
１．変更の理由
　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１号ただし書きに規定
する改正規定が令和４年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電子提供制度が
導入されることとなりましたので、次のとおり定款を変更するものであります。
(1) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めるこ
とが義務付けられることから、変更案第16条（電子提供措置等）第１項を新設するもの
であります。

(2) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交
付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定す
ることができるようにするため、変更案第16条（電子提供措置等）第２項を新設するも
のであります。

(3) 株主総会資料の電子提供措置が導入されますと、現行定款第16条（株主総会参考書類
等のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを削除するもので
あります。

(4) 上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。なお、本
附則は期日経過後に削除するものといたします。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省
令で定めるものの全部または一部について、議決
権の基準日までに書面交付請求した株主に対して
交付する書面に記載しないことができる。

（新　　設） （附則）
１．変更前定款第16条（株主総会参考書類等のインタ
ーネット開示とみなし提供）の削除および変更後
定款第16条（電子提供措置等）の新設は、令和４
年９月１日から効力を生ずるものとする。

２．前項の規定にかかわらず、令和４年９月１日から
６か月以内の日を株主総会の日とする株主総会に
ついては、変更前定款第16条（株主総会参考書類
等のインターネット開示とみなし提供）は、なお
効力を有する。

３．本附則は、令和４年９月１日から６か月を経過し
た日または前項の株主総会の日から３か月を経過
した日のいずれか遅い日後にこれを削除する。
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候補者
番　号 氏 名 現 在 の 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

1 再　任
　

な か

中
 

 
 

　
 

 
む ら

村
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
たけし

武 代表取締役社長兼ＣＥＯ（最高経営責任者）

2 再　任
　

や ま

山
 

 
 

　
 

 
だ

田
 

 
 

　
 

 
み ち

径
 

 
 

　
 

 
お

男 代表取締役副社長

3 再　任
　

ば ん

板
 

 
 

　
 

 
ど う

東
 

 
 

　
 

 
と よ

豊
 

 
 

　
 

 
ひ こ

彦 代表取締役副社長

4 再　任
　

ふ じ

藤
 

 
 

　
 

 
い

井
 

 
 

　
 

 
ひ と

仁
 

 
 

　
 

 
み

三 常務取締役経営企画部長

５ 再　任
　

お

小
 

 
 

　
 

 
だ

田
 

 
 

　
 

 
ひ ろ

寛
 

 
 

　
 

 
あ き

明 常務取締役グループ戦略部長兼地域商社的金融機能担当

６ 再　任
　

せ き

関
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
み き

幹
 

 
 

　
 

 
お

生 常務取締役リスク・コンプライアンス部長

７ 再　任
　

や ま

山
 

 
 

　
 

 
し た

下
 

 
 

　
 

 
と も

友
 

 
 

　
 

 
き

規 取締役監査部長

８
再　任

社　外

し ら

白
 

 
 

　
 

 
い

井
 

 
 

　
 

 
ひ ろ

博
 

 
 

　
 

 
お

雄 取締役（社外取締役）

第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案においては同じ。）全員（８名）は、
本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役８名（うち社外取締役１名）の選任をお願いいたしたいと存じます。
　本議案につきましては、監査等委員会で検討がなされ、各候補者は当社の取締役として適任で
あるとの意見表明を受けております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 34 －



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

候補者
番　号

氏 名
（生　年　月　日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

1
再　任

なか

中
 

　
むら

村
 

　
 

　
 

　
たけし

武
(昭和38年７月23日生)

　

昭和    61年    4 月 日本銀行入行
平成    10年    5 月 同行政策委員会室秘書課調査役
平成    11年    7 月 同行大阪支店営業課調査役
平成    14年    7 月 同行経営企画室総務課調査役
平成    16年    4 月 同行経営企画室総務課企画役
平成    16年    7 月 同行政策委員会室　業務・組織運営担当　企画役
平成    18年    8 月 同行文書局企画役
平成    19年    4 月 同行文書局参事役
平成    21年    7 月 同行高松支店長
平成    22年    7 月 同行金融機構局参事役
平成    24年    5 月 同行業務局審議役
平成    25年    5 月 同行業務局長
平成    27年    6 月 同行文書局長
平成    29年    4 月 同行退職
平成    29年    6 月 当社代表取締役専務
平成    30年    6 月 当社代表取締役社長兼ＣＥＯ（最高経営責任者）（現任）

31,600株

(候補者とした理由)
　これまで当社の取締役社長兼ＣＥＯ（最高経営責任者）として当社グル
ープの経営を担っており、強いリーダーシップでグループ全体を牽引して
きた実績と日本銀行において高松支店長、業務局長、文書局長等を務めて
きた豊富な経験と高い見識等を踏まえ、引き続き、取締役として適任であ
ると判断しました。

2
再　任

やま

山
 

　
だ

田
 

　
みち

径
 

　
お

男
(昭和32年12月12日生)

　

昭和    55年    4 月 ㈱香川相互銀行（現 ㈱香川銀行）入行
平成    12年    2 月 同行川之江支店長
平成    14年    2 月 同行善通寺支店長
平成    16年    2 月 同行丸亀支店長兼丸亀西支店長
平成    17年    7 月 同行人事研修部長
平成    18年    6 月 同行取締役人事研修部長
平成    20年    6 月 同行常務取締役　総合企画部・人事研修部担当
平成    21年    4 月 同行常務取締役企画本部長
平成    24年    6 月 同行常務取締役管理本部長兼総務部長
平成    25年    4 月 同行常務取締役管理本部長
平成    29年    6 月 同行常務取締役（代表取締役）営業本部長
令和    2 年    6 月 同行取締役頭取（代表取締役）（現任）

当社取締役副社長
令和    2 年    10月 当社代表取締役副社長（現任）

35,600株

(重要な兼職の状況)
㈱香川銀行取締役頭取（代表取締役）
(候補者とした理由)
　これまで当社の取締役副社長として当社グループの経営を担うととも
に、当社の子会社である㈱香川銀行の取締役頭取として銀行子会社の経営
を担っており、強いリーダーシップでグループ全体及び銀行全般を牽引し
てきた実績と高い見識等を踏まえ、引き続き、取締役として適任であると
判断しました。
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候補者
番　号

氏 名
（生　年　月　日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

3
再　任

ばん

板
 

　
どう

東
 

　
とよ

豊
 

　
ひこ

彦
(昭和44年９月29日生)

　

平成    5 年    4 月 ㈱徳島銀行（現 ㈱徳島大正銀行）入行
平成    17年    2 月 同行洲本支店長
平成    19年    8 月 同行東京支店長兼東京事務所長
平成    21年    4 月 同行人事部長
平成    22年    6 月 同行執行役員人事部長
平成    23年    6 月 同行取締役執行役員人事部長
平成    24年    6 月 同行取締役執行役員総合企画本部長兼リスク統括本部長
平成    25年    6 月 同行取締役常務執行役員総合企画本部長兼リスク統括本

部長
平成    26年    6 月 同行取締役常務執行役員総合企画本部長兼審査本部長
平成    27年    6 月 同行常務取締役総合企画本部長兼審査本部長
平成    28年    6 月 同行専務取締役審査本部長
平成    30年    6 月 同行代表取締役専務審査本部長
令和    2 年    1 月 同行専務取締役審査本部長
令和    2 年    4 月 同行代表取締役専務
令和    2 年    6 月 同行代表取締役頭取（現任）

当社取締役副社長
令和    2 年    10月 当社代表取締役副社長（現任）

15,400株

(重要な兼職の状況)
㈱徳島大正銀行代表取締役頭取
(候補者とした理由)
　これまで当社の取締役副社長として当社グループの経営を担うととも
に、当社の子会社である㈱徳島大正銀行の取締役頭取として銀行子会社の
経営を担っており、強いリーダーシップでグループ全体及び銀行全般を牽
引してきた実績と高い見識等を踏まえ、引き続き、取締役として適任であ
ると判断しました。

4
再　任

ふじ

藤
 

　
い

井
 

　
ひと

仁
 

　
み

三
(昭和39年４月11日生)

　

昭和    62年    4 月 ㈱第一勧業銀行（現 ㈱みずほ銀行）入行
平成    9 年    8 月 ㈱徳島銀行（現 ㈱徳島大正銀行）入行
平成    14年    2 月 同行企画部次長
平成    18年    7 月 同行企画部副部長
平成    21年    2 月 同行企画部長
平成    22年    4 月 当社経営企画部副部長
平成    24年    6 月 ㈱徳島銀行（現 ㈱徳島大正銀行）取締役執行役員企画部

長
平成    27年    8 月 同行取締役人事部付部長

当社経営企画部長
平成    28年    6 月 ㈱徳島銀行（現 ㈱徳島大正銀行）取締役

当社取締役経営企画部長
平成    29年    3 月 当社常務取締役経営企画部長（現任）

10,200株

(候補者とした理由)
　これまで当社の常務取締役として経営企画部門を担当しグループ全体の
経営管理態勢の強化に大きな貢献を果たしてきた実績と銀行子会社での企
画部門における幅広い経験等を踏まえ、引き続き、取締役として適任であ
ると判断しました。
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略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

5
再　任

お

小
 

　
だ

田
 

　
ひろ

寛
 

　
あき

明
(昭和37年５月26日生)

　

昭和    60年    4 月 ㈱三和銀行（現 ㈱三菱ＵＦＪ銀行）入行
平成    17年    4 月 ㈱ＵＦＪ銀行（現 ㈱三菱ＵＦＪ銀行）枚方法人営業部長

兼枚方支店長
平成    18年    1 月 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行（現 ㈱三菱ＵＦＪ銀行）枚方支社

長
平成    19年    5 月 同行総務部秘書室（大阪）室長
平成    22年    10月 同行福岡支店長
平成    24年    9 月 同行芦屋支店長
平成    26年    11月 ㈱大正銀行（現 ㈱徳島大正銀行）入行

同行本店営業部長
平成    27年    6 月 同行取締役本店営業部長
平成    30年    2 月 同行常務取締役　本店営業部担当
令和    元年    6 月 当社取締役
令和    2 年    1 月 当社常務取締役　地域商社的金融機能担当
令和    2 年    6 月 当社常務取締役グループ戦略部長兼地域商社的金融機能

担当（現任）

11,300株

(候補者とした理由)
　これまで当社の常務取締役としてグループ戦略部門及び地域商社的金融
機能を担当しグループ全体の成長戦略の実現に大きな貢献を果たしてきた
実績と銀行子会社での営業推進部門における幅広い経験等を踏まえ、引き
続き、取締役として適任であると判断しました。

6
再　任

せき

関
 

　
 

　
 

　
みき

幹
 

　
お

生
(昭和37年11月５日生)

　

昭和    60年    4 月 ㈱香川相互銀行（現 ㈱香川銀行）入行
平成    14年    2 月 同行観音寺東支店長
平成    16年    2 月 同行西条支店長
平成    17年    7 月 同行高知支店長
平成    20年    4 月 同行松山支店長
平成    21年    10月 同行人事研修部付部長代理
平成    24年    4 月 同行融資管理部長
平成    25年    4 月 同行執行役員融資部長
平成    26年    4 月 同行執行役員融資部長兼融資管理部長
平成    29年    6 月 同行取締役融資部長兼融資管理部長
平成    30年    6 月 同行取締役総合企画部長

当社経営企画部副部長
令和    2 年    6 月 ㈱香川銀行常務取締役融資本部長
令和    3 年    6 月 当社常務取締役リスク・コンプライアンス部長（現任）

14,300株

(候補者とした理由)
　令和３年６月の就任以降当社の常務取締役としてリスク・コンプライア
ンス部門を担当しグループ全体のリスク管理態勢及びコンプライアンス態
勢の強化に大きな貢献を果たしてきた実績と銀行子会社での融資部門、企
画部門における幅広い経験等を踏まえ、引き続き、取締役として適任であ
ると判断しました。
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候補者
番　号

氏 名
（生　年　月　日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

7
再　任

やま

山
 

　
した

下
 

　
とも

友
 

　
き

規
(昭和38年４月４日生)

　

昭和    63年    4 月 ㈱香川相互銀行（現 ㈱香川銀行）入行
平成    17年    2 月 同行滝宮支店長
平成    18年    7 月 同行倉敷支店長
平成    21年    10月 同行弁天町支店長
平成    24年    4 月 同行執行役員弁天町支店長
平成    25年    4 月 同行コンプライアンス統括部長

当社リスク・コンプライアンス部副部長
平成    29年    4 月 ㈱香川銀行個人営業企画部長

当社グループ戦略部副部長
令和    元年    6 月 ㈱香川銀行事務システム部長

当社経営企画部副部長
令和    2 年    6 月 ㈱香川銀行取締役事務システム部長
令和    3 年    6 月 当社取締役監査部長（現任）

6,400株

(候補者とした理由)
　令和３年６月の就任以降当社の取締役として内部監査部門を担当しグル
ープ全体の内部管理態勢の強化に大きな貢献を果たしてきた実績と銀行子
会社でのコンプライアンス部門、営業推進部門、事務・システム部門にお
ける幅広い経験等を踏まえ、引き続き、取締役として適任であると判断し
ました。

8
再　任

しら

白
 

　
い

井
 

　
ひろ

博
 

　
お

雄
(昭和34年２月25日生)

　

昭和    60年    4 月 関西経理専門学校　副校長
昭和    60年    5 月 大阪市中小企業協同組合　代表理事（現任）
平成    15年    6 月 ㈱大正銀行（現 ㈱徳島大正銀行）監査役
平成    17年    4 月 関西医科専門学校　副校長
平成    28年    6 月 ㈱大正銀行（現 ㈱徳島大正銀行）取締役［監査等委員］
平成    31年    4 月 大阪保健医療大学　客員教授（現任）
令和    元年    6 月 当社取締役（現任）

36,500株
(重要な兼職の状況)
大阪市中小企業協同組合　代表理事
(候補者とした理由及び期待される役割の概要)
　社外役員となること以外の方法で企業経営に関与された経験はありませ
んが、経営・会計分野における豊富な知識と学校経営の経験や大阪市中小
企業協同組合における中小企業者に対する経営の助言・指導実績を有して
おられること、また、当社の社外取締役としてその役割・責務を適切に果
たしてきた実績等を踏まえ、当社グループのコーポレート・ガバナンスの
充実に貢献することが期待できることから、引き続き、社外取締役として
適任であると判断しました。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．白井博雄氏は、社外取締役候補者であります。
３．当社は、非業務執行取締役である白井博雄氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第425条第１項

に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。な
お、同氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

４．白井博雄氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、同氏の在任期間は、本総会終結の時をもって３年となりま
す。なお、同氏は、過去において当社の子会社である㈱大正銀行（現 ㈱徳島大正銀行）の業務執行者でない役員（監
査役及び取締役監査等委員）であったことがあります。

５．当社は、白井博雄氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し同取引所に届け出ており、同氏の再任
が承認された場合は、引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

６．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、当該保
険契約の内容の概要は、事業報告の「２　会社役員に関する事項」中の「(5) 役員等賠償責任保険契約に関する事
項」に記載のとおりであります。各取締役候補者の選任が承認された場合は、当該保険契約の被保険者となります。
また、当該保険契約は、次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

氏　名 企業経営／
経営戦略

コーポレート
ガバナンス

法務／
リスク管理

財務／
会計

地方創生／
営業／
顧客支援

市場運用 ＩＴ／
デジタル

サステナ
ビリティ

監
査
等
委
員
で
な
い
取
締
役

中村　　武 再任　 〇 〇 〇 〇 〇 〇
山田　径男 再任　 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
板東　豊彦 再任　 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
藤井　仁三 再任　 〇 〇 〇 〇
小田　寛明 再任　 〇 〇 〇
関　　幹生 再任　 〇 〇 〇 〇 〇
山下　友規 再任　 〇 〇 〇 〇 〇

白井　博雄 社外
再任　

〇 〇 〇

監
査
等
委
員
で
あ
る
取
締
役

横手　俊夫 〇 〇 〇 〇

大平　　昇 社外　 〇 〇 〇

橋本　潤子 社外　 〇 〇 〇

桑島　洋輔 社外　 〇 〇

スキル・専門性 詳細
企業経営／経営戦略 企業経営経験の有無、経営戦略立案・実行に関する専門性
コーポレートガバナンス コーポレートガバナンス（企業統治・経営管理）に関する専門性
法務／リスク管理 法務、リスクマネジメントに関する専門性
財務／会計 財務、会計に関する専門性
地方創生／営業／顧客支援 地方創生、法人・個人営業、営業戦略、融資審査、企業再生・支援に関する専門性
市場運用 市場運用に関する専門性
ＩＴ／デジタル IT、デジタルに関する専門性
サステナビリティ ESG、SDGs、環境保全、人権、人事・労務管理、公正取引、危機管理に関する専門性

（ご参考）スキル・マトリックス（取締役会が備えるべきスキル・専門性）
　社内取締役（候補者を含む。）が経験（担当役員又は所管部長等）を有する分野、社外取締役
（候補者を含む。）に特に期待する分野は、以下のとおりであります。

※スキル・専門性の詳細

以　上
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株主総会 会場ご案内図
高松国際ホテル　新館２階　瀬戸の間

香川県高松市木太町2191番地１
電話（087）831－1511（代表）
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ＪＲ高松駅から
●タクシー　約15分
●路線バス　約20分
ことでん瓦町駅から
●タクシー　約10分
●路線バス　約10分
高速道路から
●高松自動車道「高松中央ＩＣ」より車で約10分


